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【事業の成果】

【反省点・課題】

【改善の方向性】

Ｈ27(標準事業)

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 健康福祉部
04004-1 母子保健事業 室名 健康推進室

②
目
的
・
概
要

目
的
・
概
要

対象 市民(妊婦・乳幼児等)

③
指
標

施策の方向 01:健やかに産み育てる支援体制づくり 項 保健衛生費
戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 目 保健衛生総務費

施
策
体
系

基本施策の大綱 05:次世代を担う人づくりと歴史文化の振興 財
務
科
目

会計 一般会計
基本施策 02:子育て支援 款 衛生費

単位

国庫支出金 720 720 所要人員 1.58

人
件
費

総人件費 11,983
事業費 19,365 17,113 一般職員人件費

計画額 予算額 決算額

県支出金 806 806

再
掲

翌年度への繰越額

その他 592 592 受益者負担率 0.0% ⑤　/　⑥
地方債 受益者負担額

⑤
事
業
の
評
価

総合判定
　母子健康手帳交付は、保健師が窓口対応することで、妊婦の健康状態を把握したうえで、相談や母子保健事業等の
情報提供を行うことができた。
　また、幼児健康診査については、受診率を95％以上を維持しており、その中で、日頃の育児の悩みを聞いたり、情報
を提供し、必要時に継続した支援へとつなげ、母子の健康の維持・増進につなげることができた。

Ａ
順調に進んだ

　幼児健康診査については、受診率は95％を維持しているものの毎年度数名ではあるが未受診のケースが出ており、母子の健康に
とって重大な危険となりうるため、未受診理由や居場所確認等の全数把握にむけたが取組が必要である。

　幼児健康診査の未受診ケースについては、より丁寧な対応をおこなうとともに、未受診に至った理由を確認し、居場所確認等が必要
なケースについては、子ども支援室と連携しながら状況把握に努める。

事業目的の妥当性：

前年度からの繰越額

総人件費 11,983

④
事
業
の
計
画
・
実
績

年度計画 年度実績
　乳幼児健康診査や母子保健教室等を開催し、育児に関する情報提供
や相談ができる場を提供し、保護者の育児不安や負担感の軽減を図っ
た。

　乳幼児健康診査
　・4か月児健康診査：427人（96.8％）
　・10か月児健康診査：420人（92.5％）
　・1歳6か月児健康診査（年12回）：478人（99.0％）
　・3歳児健康診査（年12回）：457人（96.8％）

　母子健康手帳交付：446件

事
業
費

適切 有効性： 適切 最終評価確認者： 長寿健康づくり室長　　駒谷　みどり

目
的

概
要

母子健康手帳の交付、母子保健教室、妊婦健康診査、赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査、・育児相談等

母子保健法及び児童福祉法に基づき、母子の健康の維持及び増進と異常の早期発見のため、各事業を行う。

２７年度

総コスト 29,096

一般財源 17,247 14,995

11,983 平均給与額×③

実績値
単位

計画値

実績値

２８年度

24
回

97.9

③
計画値

④

名称

補足

①

②

補足

名称

名称

補足

実績値

％

計画値

実績値
単位

計画値

名称

補足

1歳6か月児健康診査、3歳児健康診査の実施回数

幼児健康診査の実施回数

幼児健康診査の実施率

1歳6か月児健康診査、3歳児健康診査の受診率

単位


